
【事務事業シート（政策的経費）】
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2

令和５年度　　事後評価シート

Ｋ  P  Ｉ

乳幼児医療給付助成件数

KPI種別 上がると良い指標 R  5  年  度 R  6  年  度 R  7  年  度 R  8  年  度

時点・期間

2月

補正

事　項 乳幼児医療給付費 予算主管課 健康増進課

事　業

概　要
就学前の（0～6歳）乳幼児医療費の公費負担に係る経費

始期 S48

終期

R7年度 時点･期間 R8年度

現状値 1013322 件

目標値 1000000 件 目標値

R4年度 時点･期間 R5年度 時点･期間 R6年度 時点･期間

達成率 ％ 達成率 ％

件 実績値 件

達成率 119.16 ％ 達成率 ％

1000000 件

実績値 1191625 件 実績値 件 実績値

1000000 件 目標値 1000000 件 目標値

千円

決算額 851,486 千円 決算額 千円 決算額 千円

千円
最終現計予

算額 千円 最終現計予算額

コ　ス　ト

最終現計予

算額
942,327 千円

最終現計予

算額

決算額 千円

５

年

度

要因分析

評価年度（「達成率100％未満」の場合、要記入。)

総括（事業最終年度の場合、要記入。)

始期 S52

終期 ‐

Ｋ  P  Ｉ

県内出生児のマススクリーニング検査受診率

KPI種別 上がると良い指標 R  5  年  度 R  6  年  度

見直し方向性 維持

見直し内容の説明（維持・廃止・改善・大幅見直し（事業組替等））

助成件数は感染症の流行等に左右されるが、５年度のKPIの実績はほぼ想定どおりの成果が出ており、６年度以降

も現状のニーズを踏まえると、KPIは目標達成すると考えられることから、６年度の執行方法や７年度予算の見直

しは想定していない。

当初 事　項 先天性代謝異常等対策費 予算主管課 健康増進課

事　業

概　要

新生児の先天性代謝異常等を早期発見し、障がいの発生を予防するため、スク

リーニング検査等を行う。

時点･期間 Ｒ8年度

現状値 100 ％

目標値 100 ％ 目標値 100

R  7  年  度 R  8  年  度

時点・期間 R３年度 時点･期間 Ｒ5年度 時点･期間 Ｒ6年度 時点･期間 Ｒ7年度

実績値 ％

達成率 100.00 ％ 達成率 ％ 達成率

％

実績値 100 ％ 実績値 ％ 実績値 ％

％ 目標値 100 ％ 目標値 100

千円

決算額 11,545 千円 決算額 千円 決算額

千円
最終現計予

算額 千円 最終現計予算額

％ 達成率 ％
最終現計予

算額 15,430 千円
最終現計予

算額

千円 決算額 千円

要因分析

評価年度（「達成率100％未満」の場合、要記入。)

総括（事業最終年度の場合、要記入。)

コ　ス　ト

見直し方向性 維持

見直し内容の説明（維持・廃止・改善・大幅見直し（事業組替等））

５年度のKPIの実績はほぼ想定どおりの成果が出ており、６年度以降も現状のニーズを踏まえると、KPIは目標達

成すると考えられることから、６年度の執行方法や７年度予算の見直しは想定していない。

５

年

度



3

4

始期 H27

終期 -

Ｋ  P  Ｉ

相談件数

KPI種別 上がると良い指標 R  5  年  度 R  6  年  度

当初 事　項 小児慢性特定疾病児童等自立支援事業費 予算主管課 健康増進課

事　業

概　要

小児慢性特定疾病児童の健全育成及び自立促進を図るため、当該児童及びその家族からの相談

に応じ、必要な情報の提供及び助言を行うとともに、関係機関との連絡調整等を実施する。

時点･期間 R8年度

現状値 513 件

目標値 600 件 目標値 600

R  7  年  度 R  8  年  度

時点・期間 R３年度 時点･期間 R5年度 時点･期間 R６年度 時点･期間 R7年度

実績値 件

達成率 73.67 ％ 達成率 ％ 達成率

件

実績値 442 件 実績値 件 実績値 件

件 目標値 600 件 目標値 600

千円

決算額 7,870 千円 決算額 千円 決算額

千円
最終現計予

算額 千円 最終現計予算額

％ 達成率 ％
最終現計予

算額 8,547 千円
最終現計予

算額

千円 決算額 千円

要因分析

評価年度（「達成率100％未満」の場合、要記入。)

新型コロナウイルス感染症の影響を受けた令和２年度に相談件数が減少し、３年度以降は、県全体の相談件数は増加傾向にある

が、委託先の法人が松山市に位置していることもあり、松山市以外では緩やかに減少しているため、未達成となった。

総括（事業最終年度の場合、要記入。)

コ　ス　ト

始期 H26

終期

Ｋ  P  Ｉ

医療費公費負担延べ助成件数

KPI種別 上がると良い指標 R  5  年  度 R  6  年  度

見直し方向性 改善

見直し内容の説明（維持・廃止・改善・大幅見直し（事業組替等））

令和５年度に実施した実態把握調査結果に基づき、小児慢性特定疾病対策地域協議会で協議し、令和６年度より新

たな方法での周知啓発や各保健所との連携実施、回答しやすく改善した調査の継続など、執行方法を見直してお

り、実績値の改善が見込める。また、継続的なニーズ調査により、事業内容の改善や拡充を継続的に図っていく。

2月

補正

事　項 小児慢性特定疾病対策費 予算主管課 健康増進課

事　業

概　要

小児慢性特定疾病児童等の医療費負担軽減を図るために、児童福祉法に基づく医

療等の公費負担を行う。

５

年

度

時点･期間 Ｒ8年度

現状値 8545 件

目標値 9000 件 目標値 9000

R  7  年  度 R  8  年  度

時点・期間 R4年度 時点･期間 Ｒ5年度 時点･期間 Ｒ6年度 時点･期間 Ｒ7年度

実績値 件

達成率 106.38 ％ 達成率 ％ 達成率

件

実績値 9574 件 実績値 件 実績値 件

件 目標値 9000 件 目標値 9000

千円

決算額 184,779 千円 決算額 千円 決算額

千円
最終現計予

算額 千円 最終現計予算額

％ 達成率 ％
最終現計予

算額
215,309 千円

最終現計予

算額

千円 決算額 千円

要因分析

評価年度（「達成率100％未満」の場合、要記入。)

総括（事業最終年度の場合、要記入。)

コ　ス　ト

見直し方向性 維持

見直し内容の説明（維持・廃止・改善・大幅見直し（事業組替等））

実績値は目標値を上回っており、６年度以降も現状のニーズを踏まえ、KPIの目標達成が予想され、見直しは想定

していない。

５

年

度
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6

始期 H10

終期

Ｋ  P  Ｉ

維持管理の不備に起因するえひめこどもの城の臨時休園日数

KPI種別 上がると良い指標 R  5  年  度 R  6  年  度

当初 事　項 えひめこどもの城運営費 予算主管課 男女参画・子育て支援課

事　業

概　要

本県のこどもたちの遊びと創造のシンボルであるえひめこどもの城の円滑な運営

のため、運営費の一部を負担する。

時点･期間 Ｒ8年度

現状値 0 日

目標値 0 日 目標値 0

R  7  年  度 R  8  年  度

時点・期間 R4年度 時点･期間 Ｒ5年度 時点･期間 Ｒ6年度 時点･期間 Ｒ7年度

実績値 日

達成率 100.00 ％ 達成率 ％ 達成率

日

実績値 0 日 実績値 日 実績値 日

日 目標値 0 日 目標値 0

千円

決算額 253,057 千円 決算額 千円 決算額

千円
最終現計予

算額 千円 最終現計予算額

％ 達成率 ％
最終現計予

算額
253,067 千円

最終現計予

算額

千円 決算額 千円

要因分析

評価年度（「達成率100％未満」の場合、要記入。)

総括（事業最終年度の場合、要記入。)

コ　ス　ト

始期 R元

終期 R5

Ｋ  P  Ｉ

えひめこどもの城年間来園者数

KPI種別 上がると良い指標 R  5  年  度 R  6  年  度

見直し方向性 維持

見直し内容の説明（維持・廃止・改善・大幅見直し（事業組替等））

５年度のKPIの実績は想定どおりの成果が出ているため、引き続き維持管理の不備に起因する臨時休園日数０日を

維持し、安全にこどもの城を利用できるよう運営費に関する経費を負担する。なお、６年度の執行方法や７年度予

算の見直しは想定していない。

当初 事　項 えひめこどもの城魅力向上推進事業費 予算主管課 男女参画・子育て支援課

事　業

概　要

　えひめこどもの城の新たな施設の整備に合わせて、来園者の期待値を向上させるためのリ

ニューアル関連の広報イベントやプロモーションの強化に取り組む。

５

年

度

時点･期間 -

現状値 24 万人

目標値 45 万人 目標値 -

R  7  年  度 R  8  年  度

時点・期間 R4.12 時点･期間 Ｒ5年度 時点･期間 - 時点･期間 -

実績値 万人

達成率 86.67 ％ 達成率 ％ 達成率

万人

実績値 39 万人 実績値 万人 実績値 万人

万人 目標値 - 万人 目標値 -

千円

決算額 33,727 千円 決算額 千円 決算額

千円
最終現計予

算額 千円 最終現計予算額

％ 達成率 ％
最終現計予

算額 33,933 千円
最終現計予

算額

千円 決算額 千円

要因分析

評価年度（「達成率100％未満」の場合、要記入。)

　新型コロナの影響が大きかった令和４年度の年間31万人から大きく増加したものの、５類移行前の新型コロナの影響のほか、雨

天時や酷暑での利用者数伸び悩みにより、目標に達することができなかった。

総括（事業最終年度の場合、要記入。)

　とべもりジップラインをはじめとする新たに整備した施設を県内外へプロモーションすることにより、来園者数の向上に資するとともに、魅力の異なるとべもり＋での連携

事業によってより幅広い層への訴求ができている。令和５年度にとりまとめた「第２期えひめこどもの城魅力向上戦略」において目標年間来園者数を46万人に再設定してお

り、計画的な園内遊具の整備や広報の実施により、えひめこどもの城の利用がさらに促進される。

コ　ス　ト

見直し方向性

見直し内容の説明（維持・廃止・改善・大幅見直し（事業組替等））

５

年

度



7

8

始期 R5

終期 Ｒ8

Ｋ  P  Ｉ

目標達成基準を満たした市町数

KPI種別 上がると良い指標 R  5  年  度 R  6  年  度

2月

補正

事　項 えひめ人口減少対策総合交付金交付事業費 予算主管課 男女参画・子育て支援課

事　業

概　要

市町が地域の実情の応じた対策を積極的に展開できるよう支援することで、県・

市町が連携した少子化対策を推進する。

時点･期間 Ｒ8年度

現状値 - 市町

目標値 10 市町 目標値 13

R  7  年  度 R  8  年  度

時点・期間 R1~Ｒ4年度 時点･期間 Ｒ5年度 時点･期間 Ｒ6年度 時点･期間 Ｒ7年度

実績値 市町

達成率 10.00 ％ 達成率 ％ 達成率

市町

実績値 1 市町 実績値 市町 実績値 市町

市町 目標値 16 市町 目標値 20

千円

決算額 303,219 千円 決算額 千円 決算額

千円
最終現計予

算額 千円 最終現計予算額

％ 達成率 ％
最終現計予

算額
963,387 千円

最終現計予

算額

千円 決算額 千円

要因分析

評価年度（「達成率100％未満」の場合、要記入。)

制度創設年であったため、市町の事業着手が年度途中となったことや、十分な事業周知期間を確保できなかったことから、未達成

となった可能性がある。

総括（事業最終年度の場合、要記入。)

コ　ス　ト

始期 R元

終期 R5

Ｋ  P  Ｉ

とべもりジップライン年間利用者数

KPI種別 上がると良い指標 R  5  年  度 R  6  年  度

見直し方向性 改善

見直し内容の説明（維持・廃止・改善・大幅見直し（事業組替等））

　５年度の目標達成率は想定を大きく下回り低調であったが、市町の要望をヒアリングし、6年度から新たに３メ

ニューを追加するとともに、一部メニューの要件を緩和し、成果の向上につなげる。また、制度創設年のR5年度

は、過去の実績がなく、目標を過大に見込んだ市町も多くあったことから、R5年度の実績をふまえ、適切な目標

を設定できるよう、市町のサポートを行う。

当初 事　項 とべもりジップライン利用促進整備事業費 予算主管課 男女参画・子育て支援課

事　業

概　要

　平成10年10月に開園したえひめこどもの城について、とべ動物園との連携強化を含め、平

成30年度に策定したえひめこどもの城魅力向上戦略に基づき、施設や機能の計画的整備に取り

組む。

５

年

度

時点･期間 -

現状値 0.8 万人

目標値 2.4 万人 目標値 -

R  7  年  度 R  8  年  度

時点・期間 R4.12 時点･期間 R5年度 時点･期間 - 時点･期間 -

実績値 万人

達成率 37.50 ％ 達成率 ％ 達成率

万人

実績値 0.9 万人 実績値 万人 実績値 万人

万人 目標値 - 万人 目標値 -

千円

決算額 71,259 千円 決算額 千円 決算額

千円
最終現計予

算額 千円 最終現計予算額

％ 達成率 ％
最終現計予

算額 72,232 千円
最終現計予

算額

千円 決算額 千円

要因分析

評価年度（「達成率100％未満」の場合、要記入。)

　課題であった利用者の移動の負担を軽減する「コシロ・カート」のオープンが令和６年３月３０日となったため、十分に成果に

反映することができなかった。

総括（事業最終年度の場合、要記入。)

　利用者の移動の負担を軽減する「コシロ・カート」の整備により利用者の利便性向上が向上するとともに注目度が上がってお

り、引き続き広報等を実施することにより、とべもりジップライン及びえひめこどもの城の利用が促進される。

コ　ス　ト

見直し方向性

見直し内容の説明（維持・廃止・改善・大幅見直し（事業組替等））

５

年

度



9

10

始期 H27

終期

Ｋ  P  Ｉ

待機児童数

KPI種別 下がると良い指標 R  5  年  度 R  6  年  度

2月

補正

事　項 保育対策総合支援事業費 予算主管課 男女参画・子育て支援課

事　業

概　要

新子育て安心プランによる保育の量の拡大に伴い、保育士資格取得の支援、子育て支援員研修

の実施等により、子どもを安心して育てることができる体制の整備及び支援を行う。

時点･期間 R8年度

現状値 25 人

目標値 12 人 目標値 0

R  7  年  度 R  8  年  度

時点・期間 R4年度 時点･期間 R5年度 時点･期間 R6年度 時点･期間 R7年度

実績値 人

達成率 - ％ 達成率 ％ 達成率

人

実績値 0 人 実績値 人 実績値 人

人 目標値 0 人 目標値 0

千円

決算額 133,281 千円 決算額 千円 決算額

千円
最終現計予

算額 千円 最終現計予算額

％ 達成率 ％
最終現計予

算額
150,500 千円

最終現計予

算額

千円 決算額 千円

要因分析

評価年度（「達成率100％未満」の場合、要記入。)

総括（事業最終年度の場合、要記入。)

コ　ス　ト

始期 H29

終期 -

Ｋ  P  Ｉ

保育所等における入所児童の定員充足率

KPI種別 上がると良い指標 R  5  年  度 R  6  年  度

見直し方向性 改善

見直し内容の説明（維持・廃止・改善・大幅見直し（事業組替等））

５年度のKPIの実績は予定より早く目的を達成したが、現在も保育ニーズは多様化し、国においても保育士の配置

基準の見直しやこども誰でも通園制度など外部環境の変化等もあることから、県としても更なる保育士の確保等が

必要になってくる。今後も待機児童数ゼロの維持及び保護者が安心して子どもを預けられるために、各事業の改

善・拡充を図っていく。

当初 事　項 保育施設等運営費負担金 予算主管課 男女参画・子育て支援課

事　業

概　要

子ども・子育て支援新制度及び幼児教育・保育の無償化に基づき、保育所等を利

用する費用の一部を負担する。

５

年

度

時点･期間 R8.4

現状値 86.6 ％

目標値 ≦100 ％ 目標値 ≦100

R  7  年  度 R  8  年  度

時点・期間 R4.4 時点･期間 R5.4 時点･期間 R6.4 時点･期間 R7.4

実績値 ％

達成率 100.00 ％ 達成率 ％ 達成率

％

実績値 87 ％ 実績値 ％ 実績値 ％

％ 目標値 ≦100 ％ 目標値 ≦100

千円

決算額 6,464,797 千円 決算額 千円 決算額

千円
最終現計予

算額 千円 最終現計予算額

％ 達成率 ％
最終現計予

算額
6,676,956 千円

最終現計予

算額

千円 決算額 千円

要因分析

評価年度（「達成率100％未満」の場合、要記入。)

総括（事業最終年度の場合、要記入。)

コ　ス　ト

見直し方向性 維持

見直し内容の説明（維持・廃止・改善・大幅見直し（事業組替等））

近年、保育機能を有する施設である認定こども園が増加していることで、保育の受け皿は概ね保たれており、保育

の提供に特段の支障は生じていないものと認識をしている。ただし、施設の利用定員数は各市町において設定して

いることから、保育ニーズに応じ、適切な利用定員を設定するよう、引き続き呼びかけたい。

５

年

度



11

12

始期 S47

終期

Ｋ  P  Ｉ

中学3年生までの子どもを養育している保護者に支給

KPI種別 上がると良い指標 R  5  年  度 R  6  年  度

2月

補正

事　項 児童手当制度実施事業費 予算主管課 男女参画・子育て支援課

事　業

概　要

中学校修了まで（15歳到達後最初の年度末まで）の児童を養育している者に児童手当を支給。

所得制限世帯へは、特例給付として児童1人あたり月額5,000円支給。

時点･期間 R８年度

現状値 100 ％

目標値 100 ％ 目標値 100

R  7  年  度 R  8  年  度

時点・期間 Ｒ４年度 時点･期間 Ｒ５年度 時点･期間 R６年度 時点･期間 R７年度

実績値 ％

達成率 100.00 ％ 達成率 ％ 達成率

％

実績値 100 ％ 実績値 ％ 実績値 ％

％ 目標値 100 ％ 目標値 100

千円

決算額 2,697,717 千円 決算額 千円 決算額

千円
最終現計予

算額 千円 最終現計予算額

％ 達成率 ％
最終現計予

算額
2,736,687 千円

最終現計予

算額

千円 決算額 千円

要因分析

評価年度（「達成率100％未満」の場合、要記入。)

総括（事業最終年度の場合、要記入。)

コ　ス　ト

始期 Ｒ２

終期

Ｋ  P  Ｉ

ファンドHPのユーザー数

KPI種別 上がると良い指標 R  5  年  度 R  6  年  度

見直し方向性 維持

見直し内容の説明（維持・廃止・改善・大幅見直し（事業組替等））

５年度のKPIの実績は想定どおりの成果であり、次年度以降も引き続き執行予定である。

当初 事　項 子どもの愛顔応援ファンド推進事業費 予算主管課 男女参画・子育て支援課

事　業

概　要

子どもの愛顔応援ファンドを推進するため、県及び市町からの負担金を活用して、継続的な寄

附募集やファンドを活用した事業実施・PRを行う。

５

年

度

時点･期間 Ｒ8年度

現状値 3600 人

目標値 4368 人 目標値 4805

R  7  年  度 R  8  年  度

時点・期間 Ｒ3年度 時点･期間 Ｒ5年度 時点･期間 Ｒ6年度 時点･期間 Ｒ7年度

実績値 人

達成率 357.05 ％ 達成率 ％ 達成率

人

実績値 15596 人 実績値 人 実績値 人

人 目標値 5285 人 目標値 5814

千円

決算額 7,214 千円 決算額 千円 決算額

千円
最終現計予

算額 千円 最終現計予算額

％ 達成率 ％
最終現計予

算額 7,494 千円
最終現計予

算額

千円 決算額 千円

要因分析

評価年度（「達成率100％未満」の場合、要記入。)

総括（事業最終年度の場合、要記入。)

コ　ス　ト

見直し方向性 改善

見直し内容の説明（維持・廃止・改善・大幅見直し（事業組替等））

ファンド創設5年目になり、HPのユーザー数も大幅に増加している。その影響もあってか、子どもの愛顔応援ファ

ンドの寄附件数が令和5年度に過去最多となったことから、ファンドHPについても従来の方針を維持することが適

当と考える。改善点としては、HPのユーザー数を維持する一方で、寄附につながることが期待される企業や高齢

層などに特化した認知拡大が必要なことから、R6年度にファンドの認知拡大事業のターゲット等について委託業

者と協議する。

５

年

度



13

14

始期 R2

終期

Ｋ  P  Ｉ

ファンドを活用してサポートした子どもや親の年間人数

KPI種別 上がると良い指標 R  5  年  度 R  6  年  度

当初 事　項 子どもの愛顔応援ファンド活用事業費 予算主管課 男女参画・子育て支援課

事　業

概　要

子どもの愛顔応援ファンドを活用し、市町や企業等と連携した子育て支援事業を実施すること

で、地域のニーズにきめ細かく対応するとともに、社会全体で子育てを支援する機運の醸成を

図る。

時点･期間 Ｒ8年度

現状値 3431 人

目標値 3500 人 目標値 3500

R  7  年  度 R  8  年  度

時点・期間 R3年度 時点･期間 Ｒ5年度 時点･期間 Ｒ6年度 時点･期間 Ｒ7年度

実績値 人

達成率 778.80 ％ 達成率 ％ 達成率

人

実績値 27258 人 実績値 人 実績値 人

人 目標値 3500 人 目標値 3500

千円

決算額 17,439 千円 決算額 千円 決算額

千円
最終現計予

算額 千円 最終現計予算額

％ 達成率 ％
最終現計予

算額 17,969 千円
最終現計予

算額

千円 決算額 千円

要因分析

評価年度（「達成率100％未満」の場合、要記入。)

総括（事業最終年度の場合、要記入。)

コ　ス　ト

始期 H27

終期

Ｋ  P  Ｉ

愛顔の子育て応援アプリ「きらきらナビ」の総ダウンロード数

KPI種別 上がると良い指標 R  5  年  度 R  6  年  度

見直し方向性 改善

見直し内容の説明（維持・廃止・改善・大幅見直し（事業組替等））

休日こどもサポート事業や地域子ども見守り事業など、共働き世帯を直接支援する取り組みで満足度も高いため、

継続が適当と考える。市町連携事業では継続取り組みが多いことから、実例などを示しながら市町に活用を呼びか

け、R7年度予算では市町連携事業を実施する市町数を増やすなど見直しを進める。

当初 事　項 子育てワンストップサポート推進事業費 予算主管課 男女参画・子育て支援課

事　業

概　要

携帯アプリ等を活用して、結婚から妊娠・出産・子育てまでのワンストップ相談体制を構築す

ることで、子育て世帯等の不安感を解消し、総合的な子育て支援を行う。

５

年

度

時点･期間 H27.12～R8年度

現状値 29937 DR

目標値 37000 DR 目標値 44000

R  7  年  度 R  8  年  度

時点・期間 H27.12～R5.1 時点･期間 H27.12～R5年度 時点･期間 H27.12～R6年度 時点･期間 H27.12～R7年度

実績値 DR

達成率 110.30 ％ 達成率 ％ 達成率

DR

実績値 40810 DR 実績値 DR 実績値 DR

DR 目標値 51000 DR 目標値 58000

千円

決算額 4,059 千円 決算額 千円 決算額

千円
最終現計予

算額 千円 最終現計予算額

％ 達成率 ％
最終現計予

算額 4,299 千円
最終現計予

算額

千円 決算額 千円

要因分析

評価年度（「達成率100％未満」の場合、要記入。)

総括（事業最終年度の場合、要記入。)

コ　ス　ト

見直し方向性 拡充

見直し内容の説明（維持・廃止・改善・大幅見直し（事業組替等））

システムの見直しの必要や、アクティブユーザーの固定化のため、令和６年度中にアプリを廃止し県公式LINEで

の運用に切り替える予定。コンテンツを見直し、利便性を高めることで、アプリの7,000DL/年度と同水準でLINE

のユーザー登録を目指す。

５

年

度



15

16

始期 R5

終期 R5

Ｋ  P  Ｉ

対象世帯の給付金受給率

KPI種別 上がると良い指標 R  5  年  度 R  6  年  度

2月

補正

事　項 子育て世帯生活応援事業費 予算主管課 男女参画・子育て支援課

事　業

概　要

家計支出に占める光熱費や食費の割合が大きく、長引く物価高騰の影響で経済的に一段と厳しい状況に置かれて

いる低所得の子育て世帯や、生活コストが上昇する中、就労による十分な所得を得づらい出産子育て世帯に対し

て、生活応援給付金を支給することで、当該世帯における消費生活を下支えする。

時点･期間

現状値 ― ％

目標値 100 ％ 目標値

R  7  年  度 R  8  年  度

時点・期間 － 時点･期間 R5年度 時点･期間 時点･期間

実績値 ％

達成率 31.40 ％ 達成率 ％ 達成率

％

実績値 31.4 ％ 実績値 ％ 実績値 ％

％ 目標値 ％ 目標値

千円

決算額 225,522 千円 決算額 千円 決算額

千円
最終現計予

算額 千円 最終現計予算額

％ 達成率 ％
最終現計予

算額
356,952 千円

最終現計予

算額

千円 決算額 千円

要因分析

評価年度（「達成率100％未満」の場合、要記入。)

対象世帯別にみると新たに子どもの生まれた世帯の受給率は64.1％、均等割のみ課税世帯の受給率は7.6％だった。均等割のみ課

税世帯の対象世帯数は見込み数であるものの、当該世帯への広報・周知に改善の余地がある。

総括（事業最終年度の場合、要記入。)

給付金の支給により子育て世帯の消費生活の下支えとなった。受給率に課題が残り、当該世帯への広報・周知について改善の余地

があった。

コ　ス　ト

始期 H27

終期

Ｋ  P  Ｉ

県内市町が実施している地域子育て支援拠点施設設置か所数

KPI種別 上がると良い指標 R  5  年  度 R  6  年  度

見直し方向性 　

見直し内容の説明（維持・廃止・改善・大幅見直し（事業組替等））

当初 事　項 子育て家庭支援事業費 予算主管課 男女参画・子育て支援課

事　業

概　要

県内各市町が行う地域子ども子育て支援事業に要する経費を補助することにより、子どもの健

やかな育ちの実現及び妊娠・出産期からの切れ目ない子育て支援の充実を図る。

５

年

度

時点･期間 R8年度

現状値 90 か所

目標値 92 か所 目標値 92

R  7  年  度 R  8  年  度

時点・期間 R3年度 時点･期間 Ｒ5年度 時点･期間 Ｒ6年度 時点･期間 R7年度

実績値 か所

達成率 101.09 ％ 達成率 ％ 達成率

か所

実績値 93 か所 実績値 か所 実績値 か所

か所 目標値 92 か所 目標値 92

千円

決算額 1,365,475 千円 決算額 千円 決算額

千円
最終現計予

算額 千円 最終現計予算額

％ 達成率 ％
最終現計予

算額
1,509,754 千円

最終現計予

算額

千円 決算額 千円

要因分析

評価年度（「達成率100％未満」の場合、要記入。)

総括（事業最終年度の場合、要記入。)

コ　ス　ト

見直し方向性 維持

見直し内容の説明（維持・廃止・改善・大幅見直し（事業組替等））

６年度以降も現状のニーズを踏まえると、KPIは目標達成すると考えられることから、６年度の執行方法や７年度

予算の見直しは想定していない。

５

年

度



17

18

始期 H29

終期

Ｋ  P  Ｉ

第二子以降出生数

KPI種別 上がると良い指標 R  5  年  度 R  6  年  度

当初 事　項 愛顔の子育て応援事業費 予算主管課 男女参画・子育て支援課

事　業

概　要

県、市町及び県内に本社、本店あるいは工場を立地する乳幼児用おむつの生産企業（以下、県

内企業という。）との「官民協働」により、第２氏以降の出生世帯に約１年間の紙おむつ購入

に係る経済的支援を行う。（都道府県単位では全国初の取組み）

時点･期間 R8.12

現状値 4554 人

目標値 4642 人 目標値 4679

R  7  年  度 R  8  年  度

時点・期間 R３.12 時点･期間 R5.12 時点･期間 R6.12 時点･期間 R7.12

実績値 人

達成率 86.49 ％ 達成率 ％ 達成率

人

実績値 4015 人 実績値 人 実績値 人

人 目標値 4725 人 目標値 4820

千円

決算額 113,329 千円 決算額 千円 決算額

千円
最終現計予

算額 千円 最終現計予算額

％ 達成率 ％
最終現計予

算額
119,167 千円

最終現計予

算額

千円 決算額 千円

要因分析

評価年度（「達成率100％未満」の場合、要記入。)

評価年度（「達成率100％未満」の場合、要記入。実績値が目標達成しなかった要因を外的要因も含め具体的にデータ等を用いながら様々な視点を踏まえて記入。）民間団体

の調査(公益財団法人1moreBaby応援団、2023年)によると第２子以降を躊躇する人の割合は78.6％と高く、経済的な理由がトップとなった。おむつへの補助事業は経済的負

担を軽減する効果があるものの、教育関連費用などさらに大きな支出の負担を打ち消すには至らないと分析する。

総括（事業最終年度の場合、要記入。)

コ　ス　ト

始期 H25

終期

Ｋ  P  Ｉ

放課後児童支援員認定資格研修参加申請への対応率

KPI種別 上がると良い指標 R  5  年  度 R  6  年  度

見直し方向性 改善

見直し内容の説明（維持・廃止・改善・大幅見直し（事業組替等））

おむつの補助事業は子育て世帯を直接支援できる有効な取り組みであることから、廃止や見直しは不要と考える。

物価高で子育て世帯の経済負担感が高まるなか、補助事業によって負担の軽減を実感してもらえるような広報など

が必要と考える。

当初 事　項 放課後児童支援員等研修事業費 予算主管課 男女参画・子育て支援課

事　業

概　要

市町等が実施する放課後児童健全育成事業に携わる放課後児童支援員等に対し、

必要な研修を実施する。

５

年

度

時点･期間 R８年度

現状値 100 %

目標値 100 % 目標値 100

R  7  年  度 R  8  年  度

時点・期間 Ｒ４年度 時点･期間 Ｒ５年度 時点･期間 R６年度 時点･期間 R７年度

実績値 %

達成率 100.00 ％ 達成率 ％ 達成率

%

実績値 100 % 実績値 % 実績値 %

% 目標値 100 % 目標値 100

千円

決算額 3,114 千円 決算額 千円 決算額

千円
最終現計予

算額 千円 最終現計予算額

％ 達成率 ％
最終現計予

算額 3,200 千円
最終現計予

算額

千円 決算額 千円

要因分析

評価年度（「達成率100％未満」の場合、要記入。)

総括（事業最終年度の場合、要記入。)

コ　ス　ト

見直し方向性 維持

見直し内容の説明（維持・廃止・改善・大幅見直し（事業組替等））

児童の健全育成のため、放課後児童支援員に対し、今後もニーズに応じた必要な研修を実施する。

５

年

度



19

20

始期 H16

終期

Ｋ  P  Ｉ

各私立幼稚園における子育て支援の取組数の平均値

KPI種別 上がると良い指標 R  5  年  度 R  6  年  度

当初 事　項 私立幼稚園子育て総合支援事業費 予算主管課 男女参画・子育て支援課

事　業

概　要

私立幼稚園における総合的な子育て支援の拠点としての取組みを促進するため、預かり保育及

びその他の子育て支援事業に係る経費の一部を補助する。

時点･期間 R8年度

現状値 3 種類

目標値 3 種類 目標値 3

R  7  年  度 R  8  年  度

時点・期間 R3年度 時点･期間 R5年度 時点･期間 R6年度 時点･期間 R7年度

実績値 種類

達成率 100.00 ％ 達成率 ％ 達成率

種類

実績値 3 種類 実績値 種類 実績値 種類

種類 目標値 3 種類 目標値 3

千円

決算額 47,870 千円 決算額 千円 決算額

千円
最終現計予

算額 千円 最終現計予算額

％ 達成率 ％
最終現計予

算額 74,065 千円
最終現計予

算額

千円 決算額 千円

要因分析

評価年度（「達成率100％未満」の場合、要記入。)

総括（事業最終年度の場合、要記入。)

コ　ス　ト

始期 H28

終期 R6

Ｋ  P  Ｉ

私立幼稚園の耐震化率

KPI種別 上がると良い指標 R  5  年  度 R  6  年  度

見直し方向性 維持

見直し内容の説明（維持・廃止・改善・大幅見直し（事業組替等））

５年度のKPIの実績はほぼ想定どおりの成果が出ており、６年度以降も現状のニーズを踏まえると、KPIは目標達

成すると考えられることから、６年度の執行方法や７年度予算の見直しは想定していない。

当初 事　項 私立幼稚園耐震化促進事業費 予算主管課 男女参画・子育て支援課

事　業

概　要

私立幼稚園に通う園児の安全・安心を確保するため、私立幼稚園が行う園舎、屋

内運動場等の耐震対策に要する経費を補助する。

５

年

度

時点･期間 R5～R8年度

現状値 91.7 ％

目標値 96.2 ％ 目標値 97.4

R  7  年  度 R  8  年  度

時点・期間 H27～R3年度 時点･期間 R4～R5年度 時点･期間 R5～R6年度 時点･期間 R5～R7年度

実績値 ％

達成率 99.27 ％ 達成率 ％ 達成率

％

実績値 95.5 ％ 実績値 ％ 実績値 ％

％ 目標値 98.7 ％ 目標値 100

千円

決算額 0 千円 決算額 千円 決算額

千円
最終現計予

算額 千円 最終現計予算額

％ 達成率 ％
最終現計予

算額 10,000 千円
最終現計予

算額

千円 決算額 千円

要因分析

評価年度（「達成率100％未満」の場合、要記入。)

予定していた１園の耐震補強工事が新型コロナウイルス感染症等の影響で着工できず、翌年度へ繰越（２月補正予算で全額繰越）

となったことから未達成となった。

総括（事業最終年度の場合、要記入。)

コ　ス　ト

見直し方向性 維持

見直し内容の説明（維持・廃止・改善・大幅見直し（事業組替等））

補助制度の要件が複雑で、施設からは申請のハードルが高いという声もあったため、事業募集時に国補助及び県上

乗せ補助に関する資料を配布するなど、事業の周知に努めている。引き続き私立学校施設の耐震化率100％に向け

て、事業期間を延長し、県上乗せ補助を継続する。

５

年

度



21

22

始期 S45

終期

Ｋ  P  Ｉ

基本金組入れ後収支比率（園運営の安定性、継続性、健全性を測る指標）

KPI種別 上がると良い指標 R  5  年  度 R  6  年  度

当初 事　項 私立幼稚園運営費補助金 予算主管課 男女参画・子育て支援課

事　業

概　要

私立幼稚園（私学助成）における健全形成の安定化等を図るため、運営費を助成

する。

時点･期間 R8年度

現状値 83.2 ％

目標値 100 ％ 目標値 100

R  7  年  度 R  8  年  度

時点・期間 R3年度 時点･期間 R5年度 時点･期間 R6年度 時点･期間 R7年度

実績値 ％

達成率 95.10 ％ 達成率 ％ 達成率

％

実績値 95.1 ％ 実績値 ％ 実績値 ％

％ 目標値 100 ％ 目標値 100

千円

決算額 777,627 千円 決算額 千円 決算額

千円
最終現計予

算額 千円 最終現計予算額

％ 達成率 ％
最終現計予

算額
862,129 千円

最終現計予

算額

千円 決算額 千円

要因分析

評価年度（「達成率100％未満」の場合、要記入。)

園児数の減少に伴い教育活動収支差額（収入－支出）も減少傾向にある中で、各法人が教育水準を低下させないよう基本金組入を

行った結果、基本金組入れ後収支比率は目標の100％を下回り未達成となったものの、収支比率は収支が均衡している100％が望

ましいため、R3年度と比較すると大きく改善されている。

総括（事業最終年度の場合、要記入。)

コ　ス　ト

始期 H27

終期

Ｋ  P  Ｉ

園務改善システムの導入率

KPI種別 上がると良い指標 R  5  年  度 R  6  年  度

見直し方向性 維持

見直し内容の説明（維持・廃止・改善・大幅見直し（事業組替等））

教育ニーズの多様化により、特別支援教育や子育て支援活動に力を入れる私立幼稚園が増えており、その結果教育

活動支出が増加傾向にある一方で、園児数に関係なく園舎や遊具等の固定資産を維持するためには基本金組入も必

要であることから、今後は基本金組入れ後収支比率100％超（経営圧迫）法人の増加が予想される。令和６年度か

らは特別支援補助の要件を緩和したほか、一般補助については引き続き国標準単価への上乗せを行うなど、私立幼

稚園への財政支援を継続することで、さらなる成果の向上につなげることとしている。

2月

補正

事　項 認定こども園施設等整備事業費 予算主管課 男女参画・子育て支援課

事　業

概　要

教育に係る遊具等の環境整備、園務改善のためのＩＣＴ化整備及び認定こども園等の教職員を

対象とした研修の実施に要する費用の一部を補助する。

５

年

度

時点･期間 R5～R8年度

現状値 34 ％

目標値 50 ％ 目標値 66

R  7  年  度 R  8  年  度

時点・期間 H29～R4年度 時点･期間 R5～R5年度 時点･期間 R5～R6年度 時点･期間 R5～R7年度

実績値 ％

達成率 74.00 ％ 達成率 ％ 達成率

％

実績値 37 ％ 実績値 ％ 実績値 ％

％ 目標値 83 ％ 目標値 100

千円

決算額 71,883 千円 決算額 千円 決算額

千円
最終現計予

算額 千円 最終現計予算額

％ 達成率 ％
最終現計予

算額 75,257 千円
最終現計予

算額

千円 決算額 千円

要因分析

評価年度（「達成率100％未満」の場合、要記入。)

評価年度（「達成率100％未満」の場合、要記入。実績値が目標達成しなかった要因を外的要因も含め具体的にデータ等を用いながら様々な視点を踏まえて記入。）今年度補

助金を活用した16園のうち、３園がシステムを導入し、前年度より改善が見られたが、13園がパソコンの導入や無縁LAN工事といったICT環境の整備に留まりシステム導入ま

で至っていない園が多いため、未達成となった。（予算・決算額のうち58,105千円については、4年度からの繰り越し分でKPI対象外事業）

総括（事業最終年度の場合、要記入。)

コ　ス　ト

見直し方向性
大幅見直し（事

業組替等）

見直し内容の説明（維持・廃止・改善・大幅見直し（事業組替等））

KPIの実績値が伸び悩んでおり、６年度に補助金を活用してシステム導入を予定しているのが４園という状況を踏

まえると同様の状況が想定される。幼稚園監査等の機会を捉え、システム導入にかかる幼稚園の意向調査などを行

い、６年度における補助申請の向上に努める。

５

年

度



23

始期 S44

終期

Ｋ  P  Ｉ

開催件数

KPI種別 上がると良い指標 R  5  年  度 R  6  年  度

当初 事　項 ＶＹＳ大会補助金 予算主管課 男女参画・子育て支援課

事　業

概　要

愛媛県ＶＹＳ連合協議会が実施するＶＹＳ大会開催事業に要する経費を補助することで、ＶＹ

Ｓ運動の充実、発展と子育て支援を行う組織間の交流を図る。

時点･期間 R8年度

現状値 1 回

目標値 1 回 目標値 1

R  7  年  度 R  8  年  度

時点・期間 R4年度 時点･期間 R5年度 時点･期間 R6年度 時点･期間 R7年度

実績値 回

達成率 100.00 ％ 達成率 ％ 達成率

回

実績値 1 回 実績値 回 実績値 回

回 目標値 1 回 目標値 1

千円

決算額 200 千円 決算額 千円 決算額

千円
最終現計予

算額 千円 最終現計予算額

％ 達成率 ％
最終現計予

算額 200 千円
最終現計予

算額

千円 決算額 千円

要因分析

評価年度（「達成率100％未満」の場合、要記入。)

総括（事業最終年度の場合、要記入。)

コ　ス　ト

見直し方向性 維持

見直し内容の説明（維持・廃止・改善・大幅見直し（事業組替等））

引き続きＶＹＳ大会への補助を行い、児童の健全育成に資する。

５

年

度


